
○警察学校及び警察署業務委託等入札参加者選定委員会設置要綱 

平成26年５月１日 

会 第 3 8 5 号 

警 察 本 部 長 

   警察学校及び警察署業務委託等入札参加者選定委員会設置要綱の制定について（通達） 

 警察学校及び警察署が発注する建設工事に係る設計、調査、測量及び監理の委託並びに土木

施設維持管理の委託を除く業務委託並びに物品購入等の契約に関する契約業者、入札参加条件

等の審査を適切に行うため、みだしの要綱を別添のとおり制定し、平成26年５月１日から実施

することとしたから、誤りのないようにされたい。 



別添 

   警察学校及び警察署業務委託等入札参加者選定委員会設置要綱 

第１ 趣旨 

 この要綱は、警察学校及び警察署（以下「警察署等」という。）が発注する建設工事に係

る設計、調査、測量及び監理の委託又は土木施設維持管理の委託を除く業務委託及び物品購

入等（以下「業務委託等」という。)の入札及び契約事務の適正な執行に資する委員会の設

置及び運営に関し必要な事項を定める。 

第２ 委員会の設置 

 警察署等に業務委託等入札参加者選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

第３ 組織 

１ 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって構成し、それぞれ次表に掲げる者をもっ

て充てる。 

 

 

 

 

 

 

２ 委員長は、委員会を総理し、委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代行す

る。 

第４ 審議 

１ 委員会が審議する事項は、次のとおりとする。 

 (1) 業務委託等の指名競争入札の指名業者の選定に関すること。 

 (2) 業務委託等の一般競争入札の入札参加条件に関すること。 

 (3) 業務委託等の随意契約（埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則第18号）第102条の２

に定める額を超え随意契約とするものに限る。)の見積書徴取業者の選定に関すること。 

 (4) 公募型プロポーザル方式の審査に関すること。 

 (5) 業務委託等の契約に係る入札に関し、談合情報を把握した場合における当該情報の信

ぴょう性の判断及び必要な措置 

 警察学校  警察署  

委  員  長  警察学校長 署長  

副委員長  副校長  副署長  

委  員  

主席調査官等 
初任教養部長 
術科教養部長 
校長補佐  

各課課（係）長 
各課課長代理 



 (6) その他委員長が審議を必要と認めた事項 

２ 前記１に掲げる事項は、委員会の審議に基づき、警察署等の長が決定する。 

第５ 運営 

１ 委員会は、委員長が招集し、委員長が委員会の審議の議長となる。 

２ 委員会は、委員会を組織する者の半数以上の者が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 

３ 委員長は、特に必要があると認める場合は、一部の委員を審議から除斥することができ

る。 

第６ 関係職員の出席 

 委員長は、審査の内容について必要があるときは、関係職員の出席を求め、その説明又は

意見を聴くことができる。 

第７ 内申等 

 前記第４の１に掲げる審議事項の提案（以下「内申等」という。）は、その業務委託等を

所管する委員（以下「内申者」という。）が、次に定める資料により行うものとする。 

１ 前記第４の１(1)の内申等 

 (1) 指名業者選定理由書（別記様式第１号） 

 (2) その他必要な資料 

２ 前記第４の１(2)の内申等 

 (1) 入札参加条件設定理由書（別記様式第２号） 

 (2) その他必要な資料 

３ 前記第４の１(3)の内申等 

 (1) 見積書徴取業者選定理由書（別記様式第３号） 

 (2) その他必要な資料 

４ 前記第４の１(4)から(6)までの内申等 

 委員長又は内申者が必要と認めた資料 

第８ 秘密の保持 

 委員会を組織する者又は委員会に出席した者は、公正にその任務を行うとともに、委員会

の審議内容及び職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

第９ 議事録等 



１ 委員会の事務局は、その委員会の会議ごとにその審議概要を業務委託等入札参加者選定

委員会議事録（別記様式第４号）にまとめ、契約の相手方が決定後に議事録の閲覧を希

望する場合は、警察署等において情報提供（閲覧）を行うものとする。 

２ 前記１の情報提供を行う期限は、当該契約の締結日が属する年度の翌年度４月１日から

５年間とする。 

３ 前記第７に規定する資料は、前記２に規定する期間において保存しなければならない。 

４ 前記第７に規定する資料については、埼玉県情報公開条例（平成12年埼玉県条例第77

号）に基づく公文書開示請求を経るものとする。 

第10 庶務 

 委員会の庶務は、警察署等の会計課（係）において処理する。 

   実施日 

 この通達は、平成26年５月１日から実施する。 


















